
長期 長期

Ⅰ Ⅱ Ⅲ 21 22 23 24 25 26 27 28～ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 21 22 23 24 25 26 27 28～

2 ● 33

● 33

県 1-1-2
広域的幹線的な運行を確保するため、国や秋田市と協調し、「秋田県生活バ

ス路線等維持費補助金交付要綱」に基づき支援を実施している。
33

3 市 1-1-3
地域住民の生活に密接し、日常生活に必要不可欠なバス路線の運行を確保す

るため、県と協調し、「秋田市生活バス路線維持対策補助金交付要綱」に基づ
き支援を実施している。

33

バス事業者の使用する土地・建
物の減額貸付

市 1-2-1
バス事業者が事業用として使用する市有財産(旧交
通局用地・建物等)の貸付料について、平成20年度
から３年間にわたり貸付料を２分の１に減額

●
平成20年度から3年間実施。平成23年度にバス事業者が、土地・建物を買い

取り、事業完了。以上のことから、実施計画の修正を提案。
● 40

# 国 2-1-1

平成21年度に社会実験及び効果の検証を行い、平成22年度から本格実施して
いる。現在の参加状況は、下記のとおりであり、拡充を図りながら今後も検討
していく。
【参加状況（平成24年1月現在）】

参加企業41事業所、ノーマイカーデー参加者689人、早起き時差通勤593人、
協賛店11店舗

41

県 2-1-2

美の国あきたエコ交通推進協議会を、県トラック協会等関係団体と組織し、
毎月第４金曜日を「エコ交通の日（ノーマイカーデー）」として、マイカー利
用の自粛を呼びかけている。

今後も、継続して実施するとともに、秋田市の取り組みと連携を図る。

41

市・市民 2-1-3

平成21年度に自家用車通勤者に自家用車以外での通勤を呼びかけるノーマイ
カーデー社会実験を実施し、翌22年度より、毎月第４金曜日を取組み日として
継続実施。自転車への転換率が高く、冬期は参加率が低下する傾向にあるた
め、積極的にＰＲしていく。

41

#

幹線バス区間でのバス専用レー
ンの再導入検討

県警 2-2-1
(主)秋田天王線(新国道)山王十字路～土崎臨海交
差点区間での再導入検討

●
路線バス優先通行帯7:30～9:00／16:30～18:00を実施している。
バス専用レーンとするためには、現在の交通量から片側三車線以上が必要と

なるため、現在の路線バス優先通行帯を継続する。
● 45

#

幹線バス区間でのバス優先信号
システム（PTPS)の導入検討

県警 2-3-1
(主)秋田天王線(新国道)山王十字路～土崎臨海交
差点区間での導入検討

● 未実施 ● 45

4 バス事業者 3-1-1
行先表示のＬＥＤ化、バス路線の再編と合わせた
路線・系統の見直し、表示内容の変更

平成23年10月より、バス路線・系統の番号化および行先表示のＬＥＤ化を実
施（小型車を除く。） 49

市 3-1-2 設備導入費用の支援制度の導入
平成22年５月に行先表示のＬＥＤ実証実験を実施、検証結果をバス事業者に

提供。なお、設備導入費用については、バス事業者単独で実施可能とし支援制
度の導入は中止。事業完了とする。これに合わせ、実施計画の修正を提案。

49

協議会
市

3-2-1
バスマップの試作とモニターによる使いやすさの
検証

市が、平成22年５月にバスマップを試作しアンケート調査を実施、検証結果
をバス事業者に提供。このことから、関係者を「協議会」から「市」に変更、
あわせて実施計画も平成21年から平成23年に変更した上で、完了とすることを
提案。

51

5 バス事業者 3-2-2 継続的なバスマップの作成・配布
平成23年10月に、バス路線・系統の番号統一化に合わせてバスマップを改

正。これに合わせ、実施計画の修正を提案。
51

バス路線・系統の記号や番号統
一化によるわかりやすいバス路
線・系統表示

バス運行
情報提供
の充実

わかりやすいバスマップ作成お
よび配布、幹線バスのバス停で
の掲示

関連
ページ

●

地
域

基
本
方
針

中期

当初実施計画（年度）

短期

施策の
評価事業内容関係者目標を達成するために行う事業 №

バス路線
再編

バス走行
環境の向
上

幹線(運行頻度が高く利用者の多
い路線)については、少系統多頻
度運行により利便性向上を図る
とともに、支線については、収
支状況、利用状況に応じて系統
数、運行頻度を見直すことによ
る効率化

ＴＤＭ施策等の渋滞緩和策の導
入や冬期走行性向上

報告および見直し内容

赤字バス路線維持に向けた支援制度の充実

変更後の実施計画（年度）

短期 中期

時差出勤、ノーマイカーデーの拡充等

少系統多頻度運行を実現し、利便性が高く、持続
可能な路線への再編
都心循環バスの検討

●

●

●

施策の
評価

●

●

●

●

４.５ 目標を達成するために行う施策およびその実施主体

・少系統多頻度運行
平成22年度に、持続可能な路線に向けて見直しを行い、少系統多頻度運行を

実施。今後、効果を検証しながら適宜見直しをしていく。
・都心循環バスの検討

市とタイアップし、実施可能かどうか検討中。
なお、事業内容に２つの項目があることから、今後は分割し、個別に評価、

見直しを行うことと現状に合わせた修正を提案。

バス事業者 1-1-1

中
心
部

注２）実施計画について 検討 実証実験・効果検証 本格導入(実証実験で効果が検証できた場合) 本格実施

注１）施策の評価について Ⅰ.実施が不可欠なもの Ⅱ.低コストで効果が見込まれるもの Ⅲ.一定のコストを要するものの、効果が期待され、社会実験により検証を行う施策
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6

バス停へ上屋およびベンチの整
備等

バス事業者 4-1-1
幹線バス路線の主要バス停での整備、交通バリア
フリー特定事業計画に位置づけられた各事業の推
進

幹線バス路線の主要バス停の整備に関しては、事業者単独では財政的に厳し
いことから未実施。

なお、「秋田市バリアフリー特定事業計画」に掲げる、秋田駅前バスターミ
ナルの時刻表示の移設、点字案内板の改良、案内放送システムの構築および放
送設備の設置を完了済み。

55

市 4-1-2
施設整備費用の支援制度の拡充、交通バリアフ
リー特定事業計画に位置づけられた各事業の推進

施設整備費用の支援制度の制定は、財政的に難しく、引き続き検討を要する
ことから実施計画の見直しを提案。

交通バリアフリー特定事業計画に関しては、平成22年度に、概ね全ての事業
が完了している。今後は、この特定計画の次の段階として作成した「秋田バリ
アフリー基本構想」に基づき、計画の進行状況の把握に努め、各事業の推進を
図る。

55

7 バス事業者 4-2-1 低床バス、ワンステップバスの導入
平成23年９月現在、秋田市内走行車両182台中、ワンステップバス61台、ノ

ンステップバス７台。今後も車両の更新に合わせ導入していくが、事業者単独
での導入には財政的に限界があるため、県、市による支援が必要。

56

市
（協議会を市に訂

正）
4-2-2 バス導入費用の支援制度の導入

支援制度の制定は、財政的に難しく、引き続き検討を要することから実施計
画の見直しを提案。

56

8 バス事業者 4-3-1
導入の検討中。引き続き検討するが、事業者単独での導入は財政的に困難な

ため、行政による主導的な行動が必要。
57

鉄道事業者 4-3-2

ＪＲ東日本では、ＩＣカード「Ｓｕｉｃａ」を導入しているが、秋田支社管
内は「Ｓｕｉｃａ」エリアになっていない。

バス事業者とのＩＣカード乗車券の相互利用に関しては、秋田支社管内を
「Ｓｕｉｃａ」エリアにする計画もないことから難しい状況である。

57

協議会 4-3-3 市の調査報告を受けて検討を開始することとし、実施計画の見直しを提案。 57

市
（新規）

4-3-4
（新規）平成23年度に他都市の状況調査を行った。協議会へ報告する予定と

しており、これを契機に導入検討を進めることとし、あわせて関係者に「市」
を加える実施計画の見直しを提案。

57

市 4-4-4 ＩＣカード導入費用の支援制度の導入検討
支援制度の導入を検討する上では、導入可否の議論が先行すべきであり、当

該議論にあわせ、制度の検討を行うこととする見直し案を提案。 57

9 バス事業者 5-1-1 市民・地元関係者との協議・協定締結 61

市民・地元関係者 5-1-2 交通事業者との協議・協定締結 61

市 5-1-3
市民・地元関係者とバス事業者との協定締結を仲
介

61

# バス事業者 5-2-1 バス運賃支払いの単純化の検討 引き続き検討する。 62

市 5-2-2 ゾーン制料金導入の支援(実証実験への補助等)
未検討。平成23年10月実施のコインバス事業の効果を含めて、検討すること

とし、実施計画の見直しを提案。
62

# バス事業者 5-3-1 割引クーポン等の配布、割引運賃の設定等 申出があれば、積極的に対応していくが、現在のところ申出がない。 64

商業施設 5-3-2 割引制度の割引費用負担
具体的検討は、行っていない。現在、秋田市が「循環移動バス社会実験」の

計画を進めており、その料金体系を含めた動向を見極めてからの方が効果的な
実現と考える。

64

未実施（一括再検討）
今後は、実現に向けた、役割分担の再構築を含めて具体的な計画を協議会で

協議することとし、見直しを提案。

低床バス、ワンステップバスの
導入

利用しや
すいバス
運賃の検
討

ＩＣカードの導入検討

地元関係者からの利用者確保を
前提とした提案を受けた試験的
な料金の値下げ (トリガー方式)

中
心
部

●

バス利用
環境の改
善

●

バスのゾーン制料金等の導入に
よるバス運賃支払いの単純化

商業施設との連携による割引制
度の拡大

●

●

市内バス・公共交通で利用可能
なＩＣカードの導入検討

●

●

●

●

●

●

●

●
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#

公共交通
利用の促
進

マイカーから公共交通への転換
に向けた市民への啓発を目的と
したモビリティ・マネジメント
の実施

協議会 6-1-1
市民、児童・生徒、従業員を対象としたマイカー
から公共交通への転換を促す働きかけ

●
未実施。
平成24年度以降に検討を行うこととする実施計画の見直しを提案。

● 66

鉄道事業者 7-1-1
市で実施する通学状況調査（アンケート）や基本データの結果を踏まえ、駅

前広場や新駅の設置費用など費用対便益も含め勉強を継続する。
76

市 7-1-2

＜新駅＞ 現在、新駅構想の方向性を整理するための調査を予定している。
＜パークアンドライド＞ パークアンドライドを導入するには、費用対便益の
観点から難しいが、今後の検討において実現の可能性を模索する。なお、鉄道
事業者との協議の進行状況に合わせ、検討期間の見直しを提案。

76

泉・外旭川地区への新駅設置と鉄道用地を活用し
たパークアンドライドの導入検討

●

中
心
部

鉄道の利
便性向上

泉・外旭川地区への新駅設置と
鉄道用地を活用したパークアン
ドライドの導入検討

●
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# 市民・地元関係者 8-1-1
代替交通導入の検討組織として研究会を設立、運
営（東部地域）

平成21年度に地域の代表者が委員となって研究会を設置し、代替交通の運行
内容などについて協議を重ねた。その後、運行協議会(№8-1-5）に引き継ぎ事
業完了。

77

市 8-1-2 研究会の設立、運営を支援
地域の代表者が委員となって研究会を設置し、運行内容などについて協議を

重ねた。市は委員および事務局として研究会の運営を支援した。なお、運行協
議会(№8-1-5）に引き継いだことから事業を完了とする。

77

市民・地元関係者 8-1-3
代替交通の運営検討組織としての運行協議会の設
立、運営（南部地域）

地域の代表者が委員となって、秋田市マイタウン・バス南部線運行協議会を
設置し、利便性向上に向けた協議を重ね運行支援を行っている。

77

市 8-1-4 運行協議会の設立、運営を支援
地域の代表者が委員となって、秋田市マイタウン・バス南部線運行協議会を

設置し、利便性向上に向けた協議を重ね運行支援を行っており、市は委員およ
び事務局として運行協議会の運営を支援している。

77

市民・地元関係者 8-1-5
代替交通の運営検討組織としての運行協議会の設
立、運営（東部地域）

地域の代表者が委員となって、秋田市マイタウン・バス東部線運行協議会を
設置し、利便性向上に向けた協議を重ね運行支援を行っている。

77

市 8-1-6 運行協議会の設立、運営を支援
地域の代表者が委員となって、秋田市マイタウン・バス東部線運行協議会を

設置し、利便性向上に向けた協議を重ね運行支援を行っており、市は委員およ
び事務局として運行協議会の運営を支援している。

77

市民・地元関係者 8-1-7
代替交通として導入されたマイタウン・バスの運
営検討組織としての運行協議会の運営（西部、北
部地域）

地域の代表者が委員となって、秋田市マイタウン・バス西部線および北部線
の各運行協議会を設置し、利便性向上に向けた協議を重ね運行支援を行ってい
る。

77

市 8-1-8 運行協議会の運営を支援
地域の代表者が委員となって、秋田市マイタウン・バス西部線と北部線それ

ぞれに運行協議会を設置し、利便性向上に向けた協議を重ね運行支援を行って
おり、市は委員および事務局として運行協議会の運営を支援している。

77

# 協議会 8-1-9 車両導入に関する支援制度の創設 ●
イニシャルコスト低減のため車両の導入方式を買い取りではなく、リースに

変更したことで、支援制度は不要となった。以上の事から事業完了。
● 77

# 市 8-1-10
グループインタビュー等による市民・地元関係者
のニーズの把握とこれを反映した代替交通の検討
を支援

●

秋田市マイタウン・バス北部線および南部線の運行形態の決定において、事
前にグループインタビュー等により、市民・地元関係者のニーズを把握し、こ
れを研究会において参考とした。今後は、利用者代表も含めた、地元代表者に
よる運行協議会で、利便性向上に向けて、運行形態の変更を進めていく。以上
の事から事業を完了とする。

● 77

# 協議会 8-2-1
代替交通の運営の担い手養成を目的としたモビリ
ティマネジメントの実施

● 82

市民・地元関係者 8-2-2
市民団体やNPO法人等の組織を設立して代替交通を
運営

82

市民・地元関係者 8-2-3
商業施設などの沿線施設、地域住民による利用促
進活動や資金協力

82

市 8-2-4 運営に関する支援制度の創設 82

市 8-2-5 運行事業者、関係機関との仲介 82

運行事業者 8-2-6 運行の受託および運営への協力 82

●

住民組織や地元関係者(企業等）
が参画した市民団体やNPO法人等
の組織を設立して代替交通を運
営し、運行事業者に運行委託

住民組織や地元関係者(企業等）
が参画した組織による代替交通
の導入、運営準備

●

●

●

●

●

●

●

●

代替交通
の導入

未実施（一括再検討）
今後は、平成24年度以降、市が実施スキームの再検討を含め、骨子を作成。

あわせて、№8-2-1～8-2-6の事業案を提案。
これらを協議会に提示し、検討の契機とする。

●

郊
外
部
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代替交通の運行
市 8-3-1 代替交通の費用負担 ● 秋田市マイタウン・バスの運行経費の不足額を補填している。 ● 87

バス事業者の使用する行政財産
使用料の減免 市 8-4-1

バス事業者が使用する行政財産使用料を減免
対象：雄和市民センター内のバス専用レーン・バ
ス乗り継ぎ敷地等

● 減免を実施している。 ● 87

市 8-5-1
中心部のバス路線や鉄道と郊外部の代替交通の乗
り継ぎ拠点整備

●

乗り継ぎ拠点の整備は必要に応じて施設管理者と協議の上、検討することと
し、これまで該当する施設がなかったことから未実施。

なお、平成23年度に乗り継ぎ拠点の利用環境改善要望があったことから、平
成24年度に実施するため、施設管理者と協議中。このことにより、実施計画の
見直しを提案。

● 88

バス事業者
8-5-2 市やマイタウン・バス運行事業者に対して、中心部バス路線とのスムーズな

乗継ぎを確保するため、ダイヤ改正の情報を提供している。
88

# 鉄道事業者 8-5-3
バス事業者に対して鉄道とのスムーズな乗継ぎを確保するため、ダイヤ改正

の情報を迅速に周知している。
88

運行事業者
（新規）

8-5-4

（新規）当該事業においては、郊外部のマイタウン・バスを運行する運行事
業者の役割も不可欠とし、関係者に「運行事業者」を加える。

報告としては、ダイヤ改正がある場合には、鉄道事業者、バス事業者から事
前に情報提供して頂き、スムーズな乗り継ぎの確保に努めている。

また、マイタウン・バス西部線や南部線は、通学や通勤に、鉄道や路線バス
を乗り継ぎして利用している利用者もいることから、更なる連携が求められ
る。

－

協議会
運行協議会

9-1-1
バスマップの試作とモニターによる使いやすさの
向上

未実施。今後、関係者を秋田市マイタウン・バスの運行支援を行っている
「運行協議会」に変更し、継続的に検討・実施していくこととする見直しを提
案。

51

5 市・市民 9-1-2 継続的なバスマップの作成・配布
未実施。運行協議会の検討結果を受けて、今後、バスマップを作成すること

とする実施計画の見直しを提案。
51

8

市内バス・公共交通で利用可能
なＩＣカードの導入検討 バス・鉄道事業

者・協議会
10-1-1 ＩＣカードの導入検討

ＩＣカードの導入検討は、中心部と合わせて行う必要があり、№4-3-3とあ
わせた見直しを提案。

57

市 10-1-2 ＩＣカード導入費用の支援制度の検討
ＩＣカードの導入検討は、中心部と合わせて行う必要があり、№4-3-3とあ

わせた見直しを提案。
57

#

公共交通
利用の促
進

マイカーから公共交通への転換
に向けた市民への啓発を目的と
したモビリティ・マネジメント
の実施

協議会 11-1-1
マイカーから公共交通への転換に向けた市民への
啓発を目的としたモビリティ・マネジメントの実
施

● 未実施（中心部（№6-1-1）と一体となった取り組みを行う必要がある。） ● 66

9
バス事業者
運行事業者

12-1-1 市民・地元関係者と協定を締結 61

市民・地元関係者 12-1-2 交通事業者と協定を締結 61

市 12-1-3
市民・地元関係者とバス事業者との協定締結を仲
介

61

わかりやすいバスマップ作成お
よび配布、幹線バスのバス停で
の掲示

バス利用
環境の改
善

バス運行
情報提供
の充実

利用しや
すいバス
運賃の検
討

地元関係者からの利用者確保を
前提とした提案を受けた試験的
な料金の値下げ (トリガー方式)

●

●

●

●

●

●

●

●

中心部のバス路線や鉄道へのス
ムーズな乗り継ぎの確保

中心部バス路線や鉄道と郊外部の代替交通のス
ムーズな乗り継ぎを確保するためのダイヤおよび
乗り継ぎ地点の調整

未実施（一括再検討）
今後は、マイタウン・バスの各地域の運行協議会に提案し、検討する。
なお、平成23年現在、路線の廃止により、郊外部はマイタウン・バスが運行

していることから、№12-1-1の関係者を「運行事業者」に変更することを提
案。

郊
外
部
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# 市民・地元関係者 13-1-1
市民団体やNPO法人等の組織を設立して生活交通を
運営

89

市 13-1-2 運営組織設立・運営を支援 89

市 13-1-3 導入への補助制度の創設 89

市 13-1-4 運行事業者の仲介 89

市民・地元関係者 13-1-5
商業施設などの沿線施設、地域住民による利用促
進活動や資金協力

89

運行事業者 13-1-6 運行の受託および導入検討、運営への協力 89

9 バス事業者 13-2-1 市民・地元関係者と協定を締結 61

市民・地元関係者 13-2-2 交通事業者と協定を締結 61

市 13-2-3
市民・地元関係者とバス事業者との協定締結を仲
介

61

高齢者バス優遇乗車助成事業
高齢者コインバス事業

市 14-1-1

高齢者が増加している現状を踏まえ、高齢者の社
会参加の促進助成事業や生きがいづくりを支援す
るため実施している高齢者バス優遇乗車助成事業
の実施方法や助成内容について検討

●
平成23年度、内容の見直しを行い、（高齢者バス優遇乗車助成事業と対象者

は同じ）70歳以上の高齢者を対象に、1乗車100円の高齢者コインバス事業を実
施。現状に合わせ、実施計画を変更することを提案。

● 94

障害者バス運賃助成事業

市 14-2-1

障害者の交通手段等の実態や将来的な変化に対応
した「福祉特事業別乗車証」の交付をすることに
より、継続して通院等の交通費軽減や積極的な社
会参加を図る

● 継続実施。 ● 95

児童福祉施設整備推進事業（保
育所バス更新経費）

市 15-1-1
新市建設計画により予定している河辺および雄和
地域保育所の老朽化が著しい通園バスを年次計画
により更新

●
平成19年度に２台、20年度に１台購入、平成21年度に２台更新、事業完了。
これに合わせた実施計画の見直しを提案。

● 96

福祉有償運送

地元関係者 15-2-1
公共交通機関の状況等を勘案しながらＮＰＯ等が
実施する福祉有償運送により移動制約者の交通手
段を確保

● 継続実施。 ● 97

公共交通
利用の促
進

秋田市役所における公共交通機
関や自転車等の通勤によるＣＯ
２削減

市 16-1-1
市役所職員が自動車でなく、公共交通機関や自転
車等による通勤を実施

●
№6-1-1で報告した「秋田市ノーマイカーデー」において市職員へも啓発し

ている。また、今後も継続していく。
● 99

代替交通
の導入

既存のスクールバスや福祉バ
ス、病院送迎バス等の公共交通
としての利活用の検討

市 17-1-1
既存のスクールバスや福祉バス、病院送迎バス等
の公共交通としての利活用の検討

●

平成22年度 スクールバスとマイタウン・バスの統合を検討したが、スクー
ルバスを他の事業に供する計画があることから、この事業の経過を見ることと
した。

平成23年度 スクールバスを学校事業に貸し出ししており、現在、スクール
バスを所有する学校のみならず、他の学校からも利用されいる。このことか
ら、当面の間、当該事業の利用状況を注視することとする。

● 100

地元関係者からの利用者確保を
前提とした提案を受けた試験的
な料金の値下げ (トリガー方式)

必要に応
じて市
民・地元
関係者が
参画した
組織を設
立し、自
ら生活交
通の導入
の検討

●

●

バス利用
環境の改
善

利用しや
すいバス
運賃の検
討

全
地
域

公
共
交
通
空
白
地
域

住民組織や地元関係者(企業等）
が参画した市民団体やNPO法人等
の組織を設立して代替交通を運
営し、交通事業者に運行委託も
しくは住民ボランティアが運行

●
交通空白域については、必要に応じて移動手段の確保を行う事が一義的に最

優先であり、前段№13-1-1～13-1-6の事業の実施状況によって、改めて検討す
ることし、また、これに合わせて実施計画を変更することを提案。

未実施（一括再検討）
今後は、№8-2-1～8-2-6に併せて検討することを提案。

●
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